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Shinya Ohkouchi, Risa Shibuya, Masaru Yanai, et al. 
（2013）: Deterioration in regional health status after 
the acute phase of a great disaster: Respiratory 
physicians' experiences of the Great East Japan 
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藤村一美，石井京子，坂口桃子，他（2013）：災害サバ
イバル市民を目指すセルフケア支援第１報−都市部に
住む地域住民の災害に対する知識・意識・行動の関連
−，大阪市立大学看護学雑誌，9，21−30．
く、防災教室の継続の必要性が示唆された。
Ⅶ．結論
　災害時の医療と避難所の健康問題に関する知識につい
て防災教室を開催した結果、以下の結論を得ることがで
きた。
１．防災教室の開催により避難所での健康問題について
一定の認識を深めるとともに、持病の管理、感染対
策、排泄管理、災害弱者（新生児や乳幼児）支援に
対するセルフケア知識の向上をはかることができ
た。展示や体験型学習といった参加型学習が効果的
であることが明らかとなった。
２．参加者の年代・性別に偏りがあったため、参加者の
多様性をはかり、性別やライフステージに応じた避
難所でのセルフケア対策を検討する必要性が示唆さ
れた。
３．高齢者、妊産婦、障害者に対する知識提供が課題と
して残った。
４．被災地での健康管理に関して公開されているガイド
ラインを紹介し、地域住民が既存の知識を積極的に
活用できるよう働きかけていく必要性が示唆され
た。
５．避難所での健康問題に対するセルフケア知識とセル
フケア能力の向上とともに、避難所の管理・運営に
関する準備状況の向上を目指した防災教室開催の必
要性が示唆された。
Ⅷ．今後の課題
　防災教室の開催により、災害時の医療と避難所の健康
問題に関する知識の向上に貢献することができた。今回、
参加者が少なく年齢・性別に偏りがあった。今後は参加
者の多様性をはかり、地域住民が自立して避難所の健康
問題に取り組むことができるような意識づけ、災害弱者
へのセルフケア支援についての知識提供、避難所を具体
的にイメージしたマネジメント体制の検討等をテーマと
した防災教室を開催し、コミュニティ防災リーダーの育
成に貢献することが課題である。
